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はじめに

　本稿では，中国が主導的役割を果たして設
立したアジアインフラ投資銀行（the�Asian�
Infrastructure�Investment�Bank,�AIIB）の設立
過程を中心に，その影響を中国の覇権との関連
から分析する。そのAIIB設立過程を通して，中
国を取り巻くアメリカや日本，周辺国や台湾・
香港がどのような反応を示したか，中国の最近
の国内外情勢と絡めて考察する。
　AIIBをめぐっては，金融や経済面からの参加
是非に加えて �1 ），政治からの議論がこれまでみ
られた �2 ）。世界銀行やIMFが，第2次世界大戦

からの復興を目指し，その後，貧困撲滅等を目
的としながらも，冷戦下西側の欧米諸国中心の
国際機関であるとみられたように，AIIBは単
なる国際開発金融機関ではなく，中国の長期戦
略に則った国策国際開発金融機関である。それ
ゆえ，本稿ではAIIBや一帯一路構想等を通じ
て中国が成し遂げようとしている中国の覇権 �3 ）

が，周辺にもたらす影響や反発等を中心に考察
を進める。
　人口大国から軍事，経済大国となった中国
は，世界各地に多大な影響力を持とうとして
いる。一方で，習近平体制が登場してから，国
内では人権や民主化の問題，思想信条や表現
や報道の自由の抑圧，海外インターネットの
アクセスへの制限，海外からのNGO活動の規
制が進んでいる。国際社会や市民社会（Civil�
Society�Organization,�CSO,�Non-Governmental�
Organization,�NGO）等は，これまでの世銀・
IMF体制でみられたような行動を果たしてと
れるであろうか �4 ）。中国の目指す経済発展と
諸外国，国際社会の理念は一致するのであろう
か。
　政治家の歴史認識問題，民主党政権下で顕在
化した尖閣諸島問題と中国での反日デモ等，日
中間では近年容易に解決できない摩擦が生じて
いる。民主党野田政権が下野した後，復活した
自民党安倍政権は，特定秘密保護法案（2013年）
や安保法制（2015年）を次々に成立させ，日米
同盟の深化を確実にはかっている。2017年1月
のアメリカのトランプ政権が登場後も，北朝鮮
情勢の緊迫化に合わせて，北朝鮮への圧力を国
際社会へ呼びかけると同時に国内の緊張を高め
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て同年10月の衆議院選挙を連立与党で過半数
超えの勝利に導き，安倍首相宿願の憲法改正に
拍車をかけている。一方，開発援助の分野では
2015年2月に開発協力大綱を閣議決定し，従来
のODA大綱からの脱却をはかった �5 ）。こうし
た一連の動きは明らかに北朝鮮や中国を意識し
たものである。
　日本政治が混迷を深めるなか，中国は共産党
一党支配の下で着実に長期戦略を進めてきた。
2012年11月29日，中国共産党中央委員会総書
記に選出されて間もない習近平国家主席は，中
国国家博物館の「復興の道」展を参観した際「中
国の夢」について「中華民族の偉大な復興」を実
現することは「近代以来最も偉大な夢」である
と述べた �6 ）。その「中国の夢」は，2013年3月17
日の全国人民代表大会（全人代）第1回会議で
の演説で，国家主席となった習近平によって再
び言及された。さらに，2017年10月18日に開
かれた中国共産党第19回全国代表大会での習
近平総書記の3時間半にわたる演説で，そのフ
レーズは繰り返し述べられたことからもわかる
通り，習近平体制の基本理念を表しているとい
えよう �7 ）。この党大会で習近平は，毛沢東と鄧
小平と並ぶ指導的地位についたとされる。
　中国は習近平国家主席の指導の下「中華民族
の偉大な復興」のために「一帯一路」を進め，そ
の資金供給手段の一つとしてAIIBを設立した。
世界各国にAIIB参加を呼びかけ，その勢いは
すでに80カ国（2017年11月10日現在）になり，
アジア地域の開発を長くリードしてきたアジ
ア開発銀行（Asian�Development�Bank,�ADB）
を凌ぐ勢いである。中国は二国間援助でも開発
途上国への資金を供給しており，カンボジアや
ミャンマー等では，その影響力はすでに日本を
超えたといえよう。
　中国の覇権は，その周辺にどのような影響や
摩擦をもたらすであろうか。また近年，東アジ
アで一段と緊迫化した北朝鮮の核とミサイル開
発に伴う，米朝衝突による朝鮮半島有事の可能
性が高まるなか，世界は中国とどう向き合うべ
きであろうか。

Ⅰ　AIIBと「一帯一路」

1．AIIBの登場
1 ）加盟騒動

　2014年秋，中国がAIIB構想への参加を呼び
かけていたとき，アメリカは2015年春の加盟
ラッシュが起きることをどこまで予想してい
たであろうか。2013 年 10 月，習近平中国国家
主席は，インドネシア国会での演説で，インフ
ラ建設のための資金，ならびに地域連携および
経済統合を促進するためにAIIB設立を提唱し
た。1 年後の 2014 年 10 月 24 日，21 カ国が北京
でAIIB設立覚書に署名した。この時点で主要
国の名は1つもなかった �8 ）。
　状況が一変し始めたのは 2015 年 3 月 12 日，
イギリスがAIIB加盟を表明してからであった。
続いてフランス，イタリア，ドイツ，オースト
ラリア，ルクセンブルク，スイス等が次々と参
加を表明した �9 ）。主要先進国が加盟表明する
と，韓国や途上国がバスに乗り遅れまいと加盟
していった。「AIIBショック」とそれに続く騒
動の始まりであった。韓国では，朴槿恵（パク・
クネ）の大統領就任後急速に中国に接近してい
たので，韓国のAIIB加盟は意外ではなかった。
他方，南シナ海での中国の人工島建設など軍事
行動が活発となるなか，フィリピンは署名をひ
とまず見送った。
　日本政府はアメリカの意向を重視して加盟に
慎重であったものの，経済界をはじめ，経済評
論家には多くの加盟賛成論が同年7月にかけて
散見された �10）。それらの多くは，加盟による経
済的な果実を得ることを唱え，AIIB融資に絡
んで得られるビジネスチャンスと連動して期待
できるアジア・中国市場での利益を期待してい
た。
　一方，加盟に慎重な立場を有するものの理由
は，中国の推進するAIIBが一帯一路と連動し
ており，これが戦後世界経済秩序を担っていた
欧米によるブレトンウッズ体制への挑戦と受け
止めていたからであった。AIIBの資金規模は，
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それまで世界銀行（世銀）やアジア開発銀行が
提供できなかった規模の資金を賄えるもので，
急速に成長するアジアの需要に応えられるもの
であった �11）。
　それゆえ，その資金と連動して中国の影響力
がアジアから中東，アフリカ，ヨーロッパへと
広がることが容易に想像された。加えて，従来
のドルを機軸とするアメリカの覇権が，人民元
と連動して中国に移行し始めるのではないか，
そのような懸念が出てきた。AIIBの設立と一
帯一路構想の出現は，中国の欧米，とくにアメ
リカの覇権に対する挑戦として受け止められ
た。
　AIIBが本格始動してからも，日本国内の加
盟是非は結論が出ていないが，AIIB参加によ
る一帯一路に絡みたい欲がいくつかみられる。
例えば，2017年5月に中国を訪問した自民党の
二階俊博幹事長からは参加の決断を促す発言が
みられた。また，安倍首相もメディアでのイン
タビューで「AIIBの公正なガバナンス」の確立
と「アメリカとの緊密に連携」を前提条件に参
加に前向きであることが報じられた �12）。
　他方で，世銀を擁するアメリカ自身もAIIB
参加の是非を巡っては一枚岩とは言えなかっ
た。2015年1月，AIIBを歓迎していたアメリカ
財務省に比べ，オバマ政権下で安全保障を優先
するホワイトハウスは否定的な見解を出してい
た。共和党が有力なアメリカ議会も予算上承認
しなかった �13）。
　こうしたなかで，2015年6月，AIIBからの要
請を受けて設立に協力していた元世銀職員で，
米ブルッキングス研究所上級研究員のデビッ
ド・ダラーは，アメリカのAIIB加盟に前向き
な発言をしている �14）。ダラーは，2016年10月，
孔子学院アメリカ・センターでの講演で，アメ
リカがAIIBに参加することは「良い投資にな
る」と述べ，加えてAIIBは世銀の規模に急速に
成長する潜在力を持っていると語った �15）。
　スタンフォード大学のフィリップ・Y・リプ
シー助教授は，米日がAIIBに参加すべきであ
ると主張する。中国に多国間開発銀行を設立・

運営させることを認めれば，中国は AIIB に
よって「アジアの経済開発への影響力を強める
ようになる」ものの，「二国間の経済・軍事的な
圧力よりも，多国間開発銀行を通じたやり方の
ほうが，はるかに透明で説明責任を伴う影響力
の行使の仕方だ。」とする。リプシーはAIIBが

「アメリカと日本の利益を大きく脅かすことは
あり得ない。」と述べている �16）。しかしながら，
後述するカンボジアやフィリピンなど東南アジ
ア地域での二国間援助や南シナ海での活動をみ
れば，中国は多国間開発銀行の運営能力を獲得
する一方で，二国間援助も軍事も並行して拡大
させていることは明らかであり，この見解は間
違っていよう。
　当初は格付けされるのかさえ不安視された
AIIBであったが，2017年6月，アメリカのムー
ディーズ・インベスターズ・サービスは，AIIB
に最上位の格付けであるトリプルAをつけた。
参加国が80カ国・地域となり拠出金が約929億
ドル（約10兆円）に達したことがその評価理由
であった �17）。

2 ）設立当初の懸念
　1971年に当時の中華民国（現在の台湾）に代
わって，国連の代表権を得た中国にとって国際
開発金融機関の創設はほぼ初めての経験であっ
た。それゆえ，その人員集め，設立のノウハウ，
運営にあたっては欧米日の知見や経験が資金
とともに必要であった。とりわけ，アメリカが
AIIBに加盟すれば，国際的信用，資金やスタッ
フなど中国が必要なものが名実ともに手に入る
ことになるが，それはアメリカ議会が許すはず
がなかった。日本が戦後，世銀やADBに加盟
するなかで獲得していった運営ノウハウや人員
の経験も，その資金とともに，AIIBの信用力を
増す上で中国にとっては必要であった。それゆ
え，2014年秋頃，中国は日本に対して副総裁級
のポストを用意して参加を働きかけたが，日本
はこの誘いに載らなかった �18）。
　AIIB設立後も中国は日本を取り込もうと画
策している。2016 年 6 月，AIIB の金立群総裁
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は，鳩山由紀夫元首相にAIIB顧問として国際
諮問委員会の委員になってほしいと任命を打診
した。すでに政界を引退した鳩山元首相の日本
国内での政治影響力は微小であるものの，日本
の首相経験者への勧誘は日本政府への揺さぶり
とみられた �19）。
　2016年1月16日，AIIBは北京を本部として
開業した。資本金は1千億ドル（約11兆7千億
円），創設加盟国は57カ国となった。出資比率
で最大出資国は中国（29.8％）で，次いでイン
ド（8.4％），ロシア（6.5%），韓国（3.7%），豪州

（3.7%），その他（22.9%）であった（以上，域内
国［合計75%］）。域外国（合計25%）は，ドイツ

（4.5%），フランス（3.4%），イギリス（3.1%），そ
の他（14.0%）であった �20）。
　出資比率からも明らかなように中国は議決権
を押さえており，中国の意向が反映されやすい
銀行といえる。議案の採決では，最重要議案に
ついては議決権の75％以上の賛成が必要とさ
れることから，25％超の議決権がある中国が反
対すれば議案は通らないことになり，これは中
国の事実上の「拒否権」とみられた。理事会は，
域内国から9人，域外国から3人の12人で構成
され，中国，インド，ロシアが任命理事を出し，
残りは9グループから選出される �21）。
　AIIBについて，当初注目されたのは，その運
営に際して意思決定を迅速にするために常設の
理事会をおかず �22），各国理事らとはそれぞれの
国からメールでやりとりするというものであっ
た。これは世銀やADBの審査プロセスが慎重
で，様々なガイドラインを重視することから，
融資に時間がかかることを踏まえてのことで
あった。一方，出資比率と議決権のこともあり，
中国主導ですべての意思決定が進められるので
はないか，といった懸念もあった。
　初代総裁は中国人の金立群となった。金立群
は中国財政部に入部後，世銀での理事代理等を
経験したのち，ADBで副総裁（2003-2008年）�23）

を務めた国際的な経験とそこで築いた人脈が評
価された。5人の副総裁には，域内国のアジア・
太平洋地域からインド，韓国，インドネシアか

ら1人ずつ，その他にイギリスや世銀からも起
用した �24）。専門職員は約70人でスタートした。
これはADBの1100人に比べて人材不足が否め
ない点であった。それでもAIIBへの期待は高
く，アジアのインフラ需要が年間8千億ドルと
いわれるなか，その資金需要にADBだけでは
応えられず，AIIBは，ADBとの協調融資とい
う形で第1号案件であるパキスタンの道路建設
を行うことで合意した �25）。
　中国主導のAIIBについては，その貸出プロ
ジェクトが途上国の環境や社会に悪影響をもた
らすのではないかとの懸念があり，そのたびに
世銀やADBの高い規範との比較がなされてい
る。金立群設立準備事務局長（当時）は，2015年
6月27日の北京での講演で「AIIBは高水準の環
境対策を制定し，最優先する」と述べ，将来環
境保護のためのファンドを設置する考えを表明
した �26）。しかし，世銀やADBが最初から高い規
範を持っていたわけではない。

3 ）世銀の例
　世銀では，意思決定も一国一票が原則の国連
とは異なり，加重投票制で出資比率の多い国ほ
ど投票権があり，理事会では過半数を越えれば
議決される。世銀やADB等の国際開発金融機
関では，総裁の選出は，出資比率第1位の加盟
国から選出されるのが慣例である。この慣例に
従って長年，総裁は世銀では歴代すべてがアメ
リカ人，ADBでは日本人が就任してきた。IMF
ではヨーロッパから選出されるのが慣例で，近
年はドイツ人やフランス人が就任してきた。近
年，中国からAIIBや一帯一路構想が出るまで，
世銀やIMFでは中国に積極的に関与させよう
とする動きもみられた。一つは中国の出資比率
を高め，運営に責任を持たせたことである。こ
れによって現在，中国の世銀での出資比率は
アメリカ（16.32%），日本（7.04%）に次いで第
3位（4.55%）となり，長年3位であったドイツ

（4.12%）を抜いて久しい �27）。それに伴い，中国
人をチーフエコノミスト等の重要ポストに就け
るようになった �28）。
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　その世銀では1980年代初めから，プロジェク
トへの貸付に際して職員が参照すべき環境，先
住民，非自発的移住ガイドライン等が設けられ
てきた。しかし，それらガイドラインや規則は
最初から機能したわけではない。
　ブラジルのアマゾンで80年代進められた道
路開発と農民移住計画であるポロノロエステ・
プロジェクトは熱帯林と先住民の生活破壊を進
めるものとして批判された。こうした計画は世
銀職員等の内部告発を経て，米国NGOの反対，
米国民と米議会の世銀への関心の高まりがあっ
て，初めて計画の一時中止と修正ができた �29）。
　1993 年 3 月 の イ ン ド の ナ ル マ ダ・ ダ ム

（Narmada�Dam）への世銀貸付中止では，日米
欧はじめ世界中のNGOが連携して反対し，在
野の研究者と法律家，メディア，国民，国会議
員の関心と関与，欧米の世銀理事の注意があっ
てこそ成り立った。プロジェクトを推進する
世銀職員，インドとの政府開発援助（Official�
Development�Assistance,�ODA）協調融資で関
係した日本の外務省，世銀を管轄する大蔵省

（現・財務省）職員だけでは計画は止まらなかっ
た。すなわち，市民社会の幅広い関心と連携・
相当の関与があって初めて世銀は変わったので
ある �30）。
　ナルマダ・ダムへの貸付中止以後の世銀につ
いては，1995年の世銀・IMF創設50周年を迎
えた当時の米国ワシントンで両機関へのNGO
の反対運動が起こり，第1位の出資国である米
議会からは改革要求が出された。そうした影響
もあって，世銀では情報公開制度とインスペク
ション（査閲）・パネル制度が設置された。
　査閲パネルは，環境や移住問題等で世銀規則
が違反されたとの現地住民やNGO等からの苦
情申し立てに基づき，プロジェクトサイトや世
銀内部で事実調査を行い，その結果を理事会
に報告する制度である。これによって計画の
中止や修正が行われることがある。これまでネ
パールのアルンⅢダム計画（1994年中止）や中
国のチベット自治区に関係する西部貧困削減
計画（1999年申し立て，2000年融資撤回）等が

その対象となり，パネル設置以来90件以上の
プロジェクトが調査対象となった。ネパール
とチベットの案件では当該国内外のメディア
やNGOらがプロジェクトの問題点を取り上げ
たことから広く知られるようになった。すなわ
ち，国際開発金融機関が自ら正常にガバナンス
を機能させればよいが，そうでない場合には外
部から何らかの関与が肝要となる �31）。
　AIIBの金立群総裁は，世銀の中国代表理事
代理として，1992年10月23日に開かれた「ナ
ルマダ理事会」を経験している �32）。金総裁は，
NGO の世界的なキャンペーンと各国マスメ
ディア，国会議員らが高い関心を持って，ナル
マダ・ダム・プロジェクトの中止か継続かを議
論した理事会を通じて，欧米日NGOらの環境，
人権，アカウンタビリティー意識とインド国内
での抵抗運動の強さを世銀内部から見ているは
ずである。

4 ）外国NGO国内活動管理法の制定
　中国全人代では2015年に外国NGOの活動を
制限する「境外非政府組織管理法」（外国非政府
組織［NGO］国内活動管理法）の制定が進めら
れ，同法は2016年4月28日に採択され，2017年
1月1日に施行された �33）。
　「外国NGO国内活動管理法」は，明らかに中
国政府が外国NGOのもたらす国内への様々な
影響力を恐れて �34），それらを遮断する目的があ
る。これまで欧米でみられた世銀・IMFやグ
ローバル化，G7サミットやダボス会議等に反対
する市民社会の集会は，国際機関や国際会議，
それらに参加する各国首脳や閣僚，有力者，著
名人らの思想や信条，政策，意思決定に少なか
らぬ影響をもたらした。中国政府は，外国NGO
から国内NGOを通じて，国外からの資金とと
もに，民主主義や人権，法の支配，正義，公正等
に関する欧米の政治的価値観が流入し，それら
がNGOスタッフや会員，NGOの開く様々なセ
ミナーやシンポジウム，個別の活動を通して，
中国社会に拡散・浸透することを警戒したと思
われる。それら外国NGOの活動は，中国内外
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の様々な矛盾を露呈させ，市民を覚醒させ社会
変革を促す可能性がある。それらはやがて中国
共産党の支配を脅かすおそれがある。同法は，
AIIBの活動に対する批判勢力の中国国内での
アドボカシー（啓発）活動やデモ活動を制約す
るだけではなく，国家安全法とともに体制維持
の一環として使われるであろう。
　前者に先立ち国家安全法は，2015年7月1日
に全人代常務委員会にて可決，成立した �35）。同
法は，中国の政権転覆や機密漏洩を防ぐこと
や，ネットの規制強化等を目途としており，こ
うした法規制が中国国内の民主化勢力や人権団
体の活動を今まで以上に規制し抑圧することが
懸念された。外国NGO国内活動管理法と国家
安全法のいずれも，中国国外に本部を置くNGO
や民主化組織等の外国勢力が中国の市民社会を
刺激し，中国共産党による一党支配が揺らぐこ
とを中国政府が危惧していることの現れであ
る。
　中国政府のこれら法整備の背景には，明らか
に世銀・IMF・世界貿易機関（WTO）などブレ
トンウッズ体制へのNGOら市民社会によるこ
れまでの抵抗の歴史や記録の分析がみられる。
また，2000年頃から中・東欧等の中央アジアの
旧共産圏諸国で発生したいわゆる「カラー革命」
による政権交代や 2010 年 12 月にチュニジア
で発生した「ジャスミン革命」による独裁政権
の崩壊が念頭にある。チュニジアでの変動は，
2011年に「アラブの春」としてエジプトとリビ
アに波及し，反体制派との武力衝突と政権交代
をもたらした。デモや集会に参加した若者たち
はツイッターやフェイスブック等のソーシャ
ル・メディアを日常的に使い情報交換や意見表
明を国内外に向けて行った �36）。
　こうした民主化運動の拡大には，ノート型パ
ソコンのインターネット無線接続の普及に加
えて，携帯電話やスマートフォンの普及も重要
な要因となった。後述する台湾のひまわり学生
運動と香港の雨傘運動においても，若者らの使
うスマートフォンやタブレット型端末，ノート
型パソコン，ツイッターやフェイスブック，そ

の他通信アプリ等が情報共有と情報発信，拡散
に最大限活用された。中国政府がインターネッ
トの管理と規制を行い，Googleやツイッター，
フェイスブックを禁止し，外国からの情報を遮
断する背景には，中東や中央アジアでの体制崩
壊から教訓を学んだことがあげられる。
　このような状況の中国に本部が設置される
AIIBでは，健全なガバナンス，透明性が高い貸
付決定プロセス，貸付プロジェクトでの環境や
社会問題発生時の健全な対応が危ぶまれる。こ
れまで世銀・IMF改革でみられたような米国
議会や先進国議会の関与も，今の中国の体制か
らは期待できない。
　AIIB加盟の是非に関しては，経済波及効果
のみが議論の対象とされがちだが，AIIBが高
い規範で運営されるには，欧米日先進国政府の
銀行への関与を声高に求めるだけでなく，中国
内外の市民社会の関心と民主主義の成熟が重要
な要素となるはずである。国際組織の健全な運
営は，加盟国政府のみの責任だけではなく，幅
広い市民参加によって成り立つのである。

2 ．�「一帯一路」�アジアからヨーロッパ，ア
フリカへの道

　2017 年 5 月 14 日から 5 月 15 日まで，北京で
「『一帯一路』国際協力首脳フォーラム（国际合
作高峰论坛桌峰会）」が開催され，中国の習近平
国家主席は初日の演説で一帯一路の重要性を高
らかに謳った �37）。習近平自らが2013年秋に提唱
した「シルクロード経済圏構想」（一帯一路）は，

「一帯（ベルト）」すなわち陸路を主体に，中国
から中央アジアを抜けてロシアを経由して欧州
へ向かうルートと，中央アジアからペルシャ湾
を経由して地中海，欧州へと向かうルート，さ
らに東南アジアから南アジアを経由してインド
洋を通過して中東，アフリカの角を抜けて地中
海を目指すルート，および「一路（ロード）」，す
なわち南シナ海，インド洋を経由して地中海へ
向かうルート，さらに南シナ海から南太平洋に
向かう2つのパートからなる �38）。AIIBはその中
核を担う国際開発銀行である。
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　日本はアメリカとともにAIIBと一帯一路に
は参加していないが，同年7月8日にドイツで
開催されたG20（金融・世界経済に関する首脳
会合）ハンブルグ・サミットでの日中首脳会談
で，安倍首相は一帯一路への「協力」を表明した
として，中国はこれを大きく評価した �39）。安倍
首相はG20サミットに先立つ6月5日の第23回
国際交流会議「アジアの未来」での講演で，イ
ンフラについては，「透明で公正な調達によっ
て整備されることが重要」で「プロジェクトに
経済性があり，そして，借入れをして整備する
国にとって債務が返済可能で，財政の健全性が
損なわれないことが不可欠である」と条件付き
ながら，すでに一帯一路構想を評価しており，
G20サミットでの日中首脳会談はその直接の裏
付けとなった �40）。安倍首相のこうした発言の背
景には，経済界の要望や自民党内での親中派に
よるAIIB加盟推進の動きに加えて，地政学的
に中国との関係に向き合わなければならない日
本が，北朝鮮情勢を見据えて中国との協力関係
を進めたい思惑があるものとみられる。

Ⅱ　中国とその周辺との摩擦

1．南シナ海問題とASEAN諸国他との関係
　中国の拡大路線は周辺国との様々な軋轢や摩
擦を生み出している。中国は一帯一路とAIIB
による開発戦略を進める一方，南シナ海では領
土領海の拡張を続けている。中国独自の「九段
線」を示し領海の範囲を定めながら，他国の占
有が明確でない浅瀬を占拠し埋め立てた。さら
に，航空機が着陸できる滑走路や港湾設備を建
設するだけでなく，レーダーや対空砲，ミサイ
ルなど兵器を配備した軍事基地を建設した。中
国は南シナ海で，ベトナムとは西沙諸島付近で
石油開発をめぐり争い，フィリピンとはスカボ
ロー礁をめぐり常設仲裁裁判所で争いとなっ
た。2012年にスカボロー礁の実効支配に動き出
した中国を，当時のアキノ政権は仲裁裁判所に
提訴した。裁判所は2016年7月，中国の主張を
否定する判決を出した �41）。
　こうした状況は一見，中国は，南シナ海をめ
ぐりASEAN諸国と対立しているかの印象を与

出所）2010年9月，カンボジア・プノンペン，筆者撮影。

【写真 1】　埋め立て前のボンコック湖の住居
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えるが，強力な経済力を背景に，各国とは深刻
な対立にならないようにしている。ベトナムと
は経済援助によりそれ以上の摩擦とならないよ
うにしている。ベトナム国内では中国による鉄
道 �42），地下鉄，高速道路，橋梁，競技場など様々
なプロジェクトが進められている一方，質の問
題により一部に遅延等が生じている �43）。フィリ
ピンとはドゥテルテ大統領が登場して以降緊
密な関係を構築し，中国から多額の支援を手に
した �44）。中国はASEAN等の多国間外交では，
ASEAN議長国となった国，カンボジア（2012
年），ミャンマー（2014年），マレーシア（2015
年），フィリピン（2017年）等を通じて，南シナ
海での問題が「懸念」とされないように声明案
に影響力を行使する一方，二国間外交では個別
の国に多額の援助を行い懐柔している。
　ASEAN会合では，中国の資金を潤沢に手に
しているカンボジアが中国を擁護し，一帯一路
に絡んでミャンマーも中国に対して好意的な
態度である。カンボジアではフン・セン首相
が長期独裁となり，対抗勢力がいない状態に
加えて，英字紙『カンボジア・デイリー（The 
Cambodia Daily）』を廃刊に追い込み，批判的
なメディアを抑圧している �45）。また国内では，
開発に伴う強制退去が多数発生している，首都
プノンペンのボンコック湖開発 �46）はその典型
で，重大な人権侵害があると国連が指摘してい
る �47）（写真1）。内戦終結後は，国連を始め世界
各国の支援を当てにしていたカンボジアであっ
たが，人権や環境など融資の基準が厳しい世銀
の資金よりも，そうした規制のない中国の二国
間援助を使った開発を活用している。
　中国の援助資金は，欧米の二国間ODAや世
銀やADBの資金に比べて，環境や人権問題で
の制約がない �48）。ミャンマーは，長く軍政が支
配的な立場であったが，2012年4月の補選で，
国民民主連盟（National�League�for�Democracy,�
NLD）が議席を大幅に獲得し，さらに2015年11
月の総選挙での勝利で大統領の座を得たのち，
事実上の代表者である国家顧問にアウンサン
スーチーが就任した。しかしながら，軍政の支

配は表面的には見られないものの，ラカイン州
でのロヒンギャをめぐる問題では，ミャンマー
軍が武装勢力掃討を名目としながらロヒンギャ
の村を焼き払い虐殺し，60万人を超える難民が
隣国のバングラデシュへ逃れたという報道が
2017年8月以降，世界を駆けめぐった。ミャン
マー国内では国民の圧倒的多数が仏教徒である
ため，スーチーはロヒンギャ問題すら公に認め
ないため，国際社会からのスーチーへの批判は
高まった。スーチーへは1991年にノーベル平和
賞が授与されたが，その取り消しを求める動き
もみられるようになった。軍政にとっては民主
化の象徴であるスーチーの名声が国内外で地に
落ちれば，再びその支配の正統性が得られるは
ずであり，ミャンマーの民主化問題は新たな局
面へ入ったといえよう。
　中国は，欧米日等ミャンマー民主化を求める
諸国がミャンマー支援を控えていた頃，援助を
進めていた。ミッソンダム（Myistsone�Dam）は
その代表例であったが，2011年9月，テインセ
イン大統領時代に反対運動が高まり開発が中断
となった。その後，中国政府は，スーチー率いる
NLD新政権と協議する方針を明らかにした �49）。
一帯一路会合等の国際会議があるごとに訪中し，
頻繁に習近平と会談するスーチーの姿が報道さ
れるように，両国関係は再び活発となっている。
　2016年10月3日，そのミャンマーにAIIBは
最初の貸付を行った。AIIB が，225 メガワッ
トの発電量を持つミンヤン・ガス火力発電所
に 2000 万ドルの貸付を行うこのプロジェク
トには，ADBと世銀グループの国際金融公社

（International�Finance�Corporation,�IFC）が協
調融資することとなった。ADBは4220万ドル，
IFCは5800万ドルを貸付する �50）。同月下旬，金
立群総裁率いるAIIB代表団は，首都ネピドー
でスーチー国家顧問に面会した �51）。世界中が
AIIBの第1号案件が何になるか注目するなか，
中国は一帯一路でも重要な経由地の一つとなる
ミャンマーを選んだ。
　ASEANでは中国が有利に一帯一路を構築し
つつあるものの，南アジアの大国インドとの関
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係で中国はさらなる摩擦を引き起こしている。
一帯一路の中核である海のシルクロード構想が
インド洋からインドを包囲する形で「真珠の首
飾り」戦略を構成することから，インドは中国の
戦略に危機感を露わにしている。とくに，イン
ドの隣国スリランカ南部のハンバントタ港は，
2008年から中国の巨額融資を受けて開発された
が，それらがスリランカ政府の負債となったた
め2016年に同港の権益80％を11億ドルで中国
に売却することとなった。結果的に中国は，中国
企業を通じて99年間，同港の運営権を港湾管理
企業から貸し出されることになった。同港へは
2014年に中国海軍の潜水艦が寄港している �52）。
インドの中国への不信感は強く，インド政府は
2017年5月に中国が開催した「『一帯一路』国際
協力首脳フォーラム」への参加を拒否した �53）。
　近年，インドは中国に対抗するため脆弱だっ
た海軍を増強し，空母等の艦船の近代化を進め
ている。また日米印の空母クラスの艦船による
合同演習を，2017年7月にはインド洋で実施す
る等，中国への牽制を行っている �54）。一方，内
陸では2017年6月以降，インドが防衛協力する
ブータン西のドクラム高原で中印両軍が対峙す
る事態が発生した �55）。
　中国によるこうした状況をアメリカは傍観し
ておらず，近年は南シナ海での「法の支配」を掲
げ，中国が造成する人工島の埋め立て海域で何
度も「航海の自由作戦」を展開した。また2016
年5月に，オバマ政権はベトナムとの国交を完
全に正常化し，1975年のベトナム戦争終結以来
続いたベトナムへの武器禁輸を解禁して中国を
牽制した �56）。これに対して中国は，ベトナムが
安全保障でアメリカとの連携を深めないよう中
国共産党系メディアであるGlobal Times（『環
球時報』英語版）を通じて，ベトナム政府に釘を
刺している �57）。

2 ．台湾と中国の関係
1 ）�2015年，馬英九政権のAIIB加盟に伴う

騒動
　中国の巨大な経済力と拡張する領土野心，向

上する軍事力は，アジアにおける覇権をますま
す確実にしつつある。その一方で，足下の民衆
は様々な抵抗を試みている。
　台湾では2015年3月30日，国民党の馬英九
総統が国家安全会議を開き，突如AIIB加盟の
意向を表明した。翌3月31日夜，これに反対す
る30名余りの学生が総統府前で抗議した。学生
らの要求は，①台湾の主権矮小化を拒否，②加
盟に関する影響評価の公開，③手続きプロセス
の情報公開と社会的コンセンサスを得ること，
④民意の基本的な合意が不足しており，経済に
より政治が飲み込まれてしまうことを止めよ，
以上の4点であった。AIIBに台湾が無条件で参
加することは，拡大する中国の影響力をさらに
増大させ，環境や人権問題の後退をもたらすこ
とへの懸念が，反対の理由にあった �58）。
　4月8日，馬英九総統は台北での会見で，AIIB
加盟申請は「両岸（中台）関係の発展に有利だ」
と述べ，台湾の建設業界などの「台湾企業の商
機が増える」とした �59）。しかし，中国に傾斜し
ようとする国民党馬英九政権に対する中国側の
態度は冷たく，4月13日，台湾を自国の一部と
見なす中国政府は，台湾をAIIB創設国から除
外する方針を表明した。台湾側は当初，台湾の
正式国名「中華民国」ではなく「中華台北」等の
名称でAIIBに参加すれば創設メンバーになれ
るとの期待があった �60）。その後も台湾は創設メ
ンバーではなく，一般メンバーとしてAIIB加
盟を模索した。
　1年後の2016年4月，香港の加盟申請に絡め
て，台湾を主権国家として見なさず「中国の一
部」と見なしたAIIBの金立群総裁は，台湾の
加盟申請は中国財務省を通じて行う必要があ
るとしたため，台湾はAIIB加盟を断念した �61）。
AIIB 設立協定第 3 条 3 項がその根拠であっ
た �62）。

2 ）中台の両岸経済協力枠組協議（ECFA）
　2000年の選挙で当選した民進党陳水扁総統
が8年間の執政の後，海外不正送金，総統府機
密費流用等容疑で逮捕され，その後一審で無
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期懲役となった �63）。民進党政権下での台湾経
済の悪化は，国民党馬英九政権の登場を促し
たものの，性急な中国への接近はその後様々
な軋轢を社会にもたらしていく。その一つの
引き金は，中国との自由貿易協定（Free�Trade�
Agreement,�FTA）であった。
　馬英九政権は，2010 年 6 月 29 日に中国と両
岸経済協力枠組協議（Economic�Cooperation�
Framework�Agreement,�ECFA）を締結した。
中台双方が合意した品目の関税を引き下げる
ECFAは低迷する台湾経済の浮上を企図する
ものであった。一方で，貿易の自由化は究極的
には両岸市場の統一へと向かうことから，中台
統一への布石ともみられた。当時，国民党馬英
九総統は，民進党蔡英文主席とのECFAを巡
る台湾公共テレビ（公視）主催のテレビ討論会
で，ECFA締結によって台湾に「黄金の10年」
が訪れると繰り返し主張した。馬英九総統の
戦略は，中国を通じて世界の自由貿易市場に
打って出るというものであった。蔡英文主席
は，「ECFAは国家の産業，戦略，就業の問題」
であり，馬英九総統に対して台湾が単独で中国
と自由貿易協定であるECFAを締結すれば，台
湾の地位強化になるどころか東アジア戦略の
均衡を打ち壊し，中国中心の東アジア秩序を作
り出すと批判し，ECFA締結を再考するよう促
した �64）。当時議論された台湾と中国のECFA経
済協定は，一見すると互恵関係もしくは中国政
府の譲歩により，品目数では中国市場が台湾側
により多く開放されることから，台湾にとって
有利な協定であるとされた。しかし，自由貿易
協定等を手始めとする経済統合の先には政治
統合があることは，国際政治の基本である。カ
ネ・ヒト・モノの移動が自由になることによる
メリットとデメリットは，欧州連合（European�
Union,�EU）の例をみれば明らかであろう。
　中台では，すでに 90 年代に中国大陸への
投資が始まり，いわゆる「小三通」を経て，人
の往来も馬英九政権では中国人観光客や中国
人留学生の開放が進められた。ECFA は最後
に残ったモノの往来に関する取り決めだっ

た。日米あるいは米韓等の二国間FTAにして
も，環太平洋パートナーシップ（Trans-Pacific�
Partnership,�TPP）協定や東アジア地域包括的
経済連携（Regional�Comprehensive�Economic�
Partnership,�RCEP）交渉等の多国間の自由貿
易協定にしても，その先には何らかの国際的統
合の意図がある。

3 ）台湾社会が警戒する中国
　1997年7月の香港返還後，急速に中国化する
香港の様子は中国の脅威をこれまで目の当たり
にしてきた台湾にとって人事ではなかった。一
国二制度はもともと中国政府が台湾統一の際に
掲げた政策であり，中華民国政府や台湾人を安
心させるためのものであった。しかし，後述す
る雨傘運動後の中国政府の強行策を見て，制度
への信頼はおろか中国政府への不信はますます
深まったといえよう。
　台湾では，香港の雨傘運動が拡大した契機
となった「ひまわり学生運動（太陽花学運）」が
2014年3月18日から4月10日にかけての24日
間にわたって展開された。ひまわり学生運動
は，中国に経済的接近を進めた国民党の馬英九
政権が進めたサービス貿易協定に反発した若者
たちが，日本の国会に相当する立法院を占拠し
た事件である �65）。数百人の若者が立法院本会議
場を占拠し，それを支える学生ら市民数千人が
一夜にして立法院を取り巻いた。ピークとなっ
た3月30日の総統府前のケタガラン（凱達格蘭
大道）大通の集会では，約50万人（主催者発表，
警察発表11万人）�66）の市民が集まり運動を支持
した。4月10日，学生たちは立法院を安全に退
去し，運動は平和裡に収束した。
　その後，中間選挙と位置づけられた主要都市
首長選挙と議会選挙では野党民進党が大勝し
た。続く2016年1月の総統選挙では，民進党の
蔡英文主席が総統に当選，立法院についても民
進党が過半数を超え台湾憲政史上初の与党と
なった。長年，台湾に支配層として君臨してき
た外省人を主体とする国民党は野党に転落し
た。
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　それに対して中国は，台湾独立を綱領で掲げ
る民進党に対して中国人観光客の訪台数を削減
し �67），限られた外交関係しかない台湾を承認し
ている国家に対して断交を促すよう様々な外交
戦術を行っている �68）。中国依存の両岸関係の経
済構造が変わらないため，蔡英文政権はひたす
ら耐える政権運営が続いている。
　ひまわり学生運動が発生した背景には，台湾
が経済的に発展する中で社会に民主主義が根付
き，市民社会が成長したことが第1にあげられ
る。NGOやNPOも多数登場し，その認知度と
ともに役割への期待も高まってきた。第2に，
中国脅威への潜在的な危機意識がもう一つの理
由としてあげられる。軍事のみならず，巨大な
人口と経済力を背景に台湾を飲み込もうとする
中国に対して，台湾は現状を維持し続けられる
のか，という問いかけを台湾市民は日々投げか
けられている。第3に，こうした状況を背景に，
若者たちは自らの将来，学生であれば国家の政
治経済や就職環境等がどうなるかを真剣に考え
ていることがあげられる。
　ひまわり学生運動から3年後の2017年3月19
日，台湾の地域社会教育に従事するNGO「台湾
社区大学」スタッフである李明哲が中国国内で
当局に拘束された。当初は，外国NGO国内活
動管理法により拘束されたと思われたこの事
件は，やがて国家政権転覆罪であると伝えられ
た。李明哲は，中国国内でソーシャル・メディ
アを利用して，中国政府を批判し，台湾の民主
化経験を現地友人らに伝えるなどしたことから
拘束された �69）。李明哲は元民進党職員であった
ことから，事件は台湾の蔡英文政権への圧迫と
も思われた。その後，同年9月の初公判を通じ
て，李明哲が違法行為を認める様子がインター
ネット動画サイトを通じて全世界に中継され
た �70）。11月28日，中国湖南省の岳陽中級人民法
院（地裁）で一審判決が出され，李明哲に懲役5
年，政治権利剥奪（公民権停止）2年の判決が出
された。李明哲は控訴しないことを法廷で表明
した �71）。李明哲事件は，中国で台湾の民主化や
民主主義に関する言論が統制されていることを

改めて内外に印象づけた。
　習近平体制になってからの中国では，不当な
拘束や収監等のケースが目立って増えてきた。
2017年7月13日，中国のノーベル平和賞受賞者
の民主活動家・作家の劉暁波受刑囚が肝臓癌で
亡くなった。劉暁波の死後，遺体は限られた親
族と友人らに見守られ火葬と散骨がなされ，そ
の模様は海外で報じられた �72）。香港ではデモや
追悼集会が行われたが，劉暁波の死去や追悼に
関する情報や報道は中国国内で厳しく統制され
た �73）。中国国内では，2015 年 7 月 9 日以降，人
権派弁護士や民主活動家ら約300名以上が連行
された �74）。中国では，海外メディアからの報道
も制限されており，当局が中国政府を批判する
内容であると見なされたNHKなど外国放送の
ニュースはたびたび放送が中断されている。こ
うした中国の状況を，言語と文化背景が同じ中
華圏である台湾社会は日本人よりも深く理解し
ている。
　台湾市民にとっては，迫り来る中国と共産党
が，現在の台湾とあまりに政治体制，民主主義
的価値観，人権状況が異なるため，そのギャッ
プは受け入れられない。台湾がこれまで経験し
た道，すなわち戦後日本が台湾の植民地支配か
ら去って，中国国民党がやってきた後の暗黒時
代のような状況にはもはや戻れない。これら若
者たちの多くは生まれたときには，現在の台湾
社会とほぼ変わらない経済や生活水準，民主主
義，表現の自由，報道の自由，学問の自由を享
受しており，台湾はすでに中国ではなく台湾で
あるといういわゆる「天然独」の世代である。中
国から台湾は独立すべきという主張以前に，す
でに台湾は国家のような主体であるという意識
を持つのがその特徴である �75）。

3 ．香港「雨傘運動」とその後の締め付け
1 ）香港若者たちの抵抗

　台湾のひまわり学生運動の火は香港の若者た
ちに飛び火した。地続きの中国の圧倒的な経済
力と日増しに強まる愛国教育にさらされてきた
香港には，高まる中国支配に反発するデモの素
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地がすでにあった。
　2014年9月28日から12月11日にかけて，香
港では「雨傘運動」と呼ばれる学生ら若者が主
体となった運動が展開された。香港立法会前や
旺角（モンコック）他数カ所の道路を封鎖し長
期間占拠した運動は，中国化されようとしてい
る香港若者たちの抵抗運動として世界中に報道
された。運動への参加者たちは，香港行政長官
選挙が限られた代表者で選出されることから，

「真の普通選挙」を求めた。運動の参加者には，
中国への返還後に進められた愛国教育に反発し
たことを契機に，社会運動に参加するものもみ
られた。学校における中国国旗の掲揚や国歌斉
唱が，急速な中国化をもたらすものと受け止め
た。
　「一国二制度」の下，香港では中国とは異なる
言論の自由，出版の自由，報道の自由等が保障
されてきた。それらは1997年の返還から50年
は保障されると約束されたが，返還20年を前に
その約束が反故にされるのではないかとの疑念
が高まってきた。香港の雨傘運動で学生のなか
で主導的な役割を担った黄之鋒は，香港返還20
周年記念式典を前に，これを「一国一・五制度」
と評し，急速に中国の統制が高まっていること
を批判した �76）。
　香港は長年，中国での言論活動や天安門事件
等の民主化運動で弾圧された人々の受け皿と
なってきた。イギリス統治下で中国とは異なる
法や文化を継承してきた世代が現在も多いこと
から，中国の強圧的な姿勢に反発する市民も多
い。しかしながら，金融や観光業等の経済活動
で日々の生活を享受する人も多く，従来の香港
人の対外的なイメージからは雨傘運動の規模と
期間は当初想像されにくかった。
　その雨傘運動がこれほどまでに大規模になっ
た背景には，中国人観光客の爆買いや不動産価
格の高騰，妊産婦の香港での出産に伴う，香港
人の生活環境の悪化等が一つの背景にあると言
われている。金製品や高級ブランド品の商店が
モンコック他の目抜き通りを始め至る所に出現
するにつれて，庶民の生活を支えてきた雑貨店

等が次々と消えて行った。返還後しばらく続い
ていた中国人民元に対する香港ドルの優位性
は，中国経済の成長とともに今では逆転し，対
中依存はますます高まっている。返還後中国政
府が経済的に当てにしていた香港は，今では数
多ある大都市の一つとなった。

2 ）銅鑼湾書店事件
　雨傘運動終結後，中国の香港への締め付けは
いっそう厳しくなった。主要な運動参加関係者
への監視や盗聴等は日常的であった �77）。その
他，香港内外で衝撃を与えた事件となったのは
銅鑼湾書店関係者の失踪であった。2015年10
月から12月末にかけて，中国共産党の批判や醜
聞，党内の権力闘争，習近平国家主席ら指導部
を批判する書物を扱っていた銅鑼湾書店の店長
や親会社の株主ら男性5人が，タイや中国広東
省，香港で次々と行方不明となった。失踪は中
国当局が関与したと思われていたが，失踪者に
は中国国籍以外の者や，拘束地が中国と香港以
外であった者もいたため，明らかに国家主権や
法を無視した行為と思われた。事件が動いたの
は2016年6月，店長だった林栄基が中国当局の
監視の下，中国から香港へ一時戻った際であっ
た。当局の監視を振り切り民主派議員の事務所
に駆け込み，記者会見を開き拘束の実態を明ら
かにした。事件は，中国当局が共産党批判や習
近平のスキャンダル本等が中国本土に流入す
ることに神経をとがらせ，その情報源等を明ら
かにするために起こされた �78）。銅鑼湾書店事件
は，中国当局が香港の表現の自由，出版の自由
に明確に干渉した出来事と捉えられた �79）。

3 ）学生運動家への実刑判決
　雨傘運動を通じて香港の若者たちには，自ら
は中国人とは異なる香港人であるというアイ
デンティティーが明確になってきた。2016年9
月に行われた香港立法会選挙では，既存の親中
派と民主派に加えて，本土派と呼ばれる勢力が
登場した。最も先鋭的な者のなかには香港独立
を掲げる者もいた。そのため，中国政府から厳
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しい弾圧を受けることとなった。立法会に当選
したものの，宣誓が不十分な議員や中国を侮辱
したと受け止められた議員は，後に議員資格を
失った �80）。
　加えて，2017年3月に中国の意向を強く受け
た林鄭月娥が香港特別行政区行政長官に当選し
7月に就任後，雨傘運動で「雙學三子」と呼ばれ
る黄之鋒，羅冠聡，周永康に対する高等法院の
上訴法廷の判決で三者にそれぞれ6カ月，8カ
月，7カ月の禁固刑を伴う実刑判決が出され即
時収監された。黄之鋒と周永康は「違法集会の
参加」，羅冠聡は「他者を扇動し違法集会へ参加
させた」罪であった。3カ月以上の実刑判決によ
り被告らは今後5年間，補選を含めた立法会選
挙への立候補ができなくなった �81）。
　平和的デモを行った学生が実刑判決を受け収
監されるというニュースは世界を駆け巡った。
前年に出た一審判決で，周永康には禁固3週執
行猶予1年，黄之鋒には社会奉仕80時間，羅冠
聡には社会奉仕120時間の「社會服務令」が言
い渡されていたことから，黄之鋒と羅冠聡はそ
の奉仕活動も行っていたため，二重処罰ではな
いかと国際人権NGOのヒューマン・ライツ・
ウォッチから指摘された �82）。3人に対する実刑
判決は，台湾でひまわり学生運動を主導した黃
国昌や林飛帆，陳為廷らが2017年3月31日に1
審で無罪判決を受けたことに比べて，明らかに
重い判決であった。中国の統治下にある香港で
の出来事は，香港独立はもちろん中央政府への
反発は許さないという中国政府の強い決意の表
れであり，後続する若者が将来出ないようにす
るための方策とも受け止められる。
　香港では，香港基本法23条を根拠に香港独立
派等による国家分裂を防ぐための国家安全条例
を制定する圧力が中国からかかっている。同条
例をめぐっては2003年に約50万人が参加した
大規模な反対デモが生じ，最終的に当時の香港
政府は同条例案を撤回している �83）。
　2017年6月13日，香港はAIIBに正式に加盟
した。香港は台湾と同時期に加盟を表明してお
り，その扱いは台湾と同じで国家としてではな

く創設国としての参加ではなかった。中国系新
聞『チャイナ・デイリー（China Daily）』は，香
港のAIIB加盟は香港経済の発展を促すもので
あると強調した �84）。

Ⅲ　米中関係と朝鮮半島情勢の緊迫

1．トランプ政権の登場
　AIIB設立と一帯一路を進め覇権国としての
影響力を増大させる一方で，国内外で様々な摩
擦を引き起こしている中国に対して，加えて緊
迫する朝鮮半島等の東アジア情勢にアメリカは
どう対応しているだろうか。
　2016年11月のアメリカ大統領選挙でトラン
プ候補が当選した。トランプは2017年1月，大
統領就任後，真っ先に TPP 離脱に署名した。
TPPはこれまでAIIBに対抗する協定であると
日本では思われていたため，日本政府の思惑と
大きくずれることとなった。しかし，日米同盟
と安全保障を優先とする安倍首相はそれらを一
切不問にして，トランプとの親交を深めた。
　大統領に就任する前月の2016年12月，トラ
ンプは台湾の蔡英文総統から祝意を示す電話を
受けた。「一つの中国」原則を揺るがしかねない
トランプの行為は，中国を大きく刺激した。一
方の台湾は，蔡英文総統就任後は「92コンセン
サス」問題を含め様々な中国からの圧迫を受け
ていたことから，アメリカとの断交以来の衝撃
を国内外に与えた。
　そんな台湾の喜びもつかの間，トランプの行
動は，台湾を近い将来の中国との「ディール（取
引）」のための手段として使ったのではないか
との憶測を呼び始めた。翌2017年2月，春節を
祝う言葉が米中双方に交わされ，4月にフロリ
ダのマールアラーゴでトランプ・習近平会談が
開かれると，北朝鮮やシリア等をめぐる問題で
の取引がトランプ外交によって展開された。
　ときに予測困難な言動が目立つトランプ大
統領だが，2017 年 10 月，トランプ政権は世銀
とIMFへの圧力を強めた。世銀の対中融資を問
題視したトランプ政権は，世銀の増資を見送っ
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た。IMFに対しても，効率的な組織運営とコス
ト削減を求め増資に難色を示した �85）。トランプ
政権は，これまで TPP のみならず，反イスラ
エル的な姿勢が目立つユネスコから脱退を表
明し，温暖化対策の「パリ協定」からも離脱し
た �86）。トランプ大統領とその政権は，国際機関
や多国間枠組みを嫌い，重要な事は二国間もし
くはトップとの直接取引に持ち込むことを好
む。
　大統領選挙と政権発足当初のトランプ側近や
その取り巻きには，長年蓄積した知識と深い洞
察力に基づく中国や北朝鮮の専門家がいるよう
に思われず，トランプ大統領やその側近の思い
込みや直近の出来事で政策や意思決定をしかね
ず，アメリカが長年重視してきた国家的価値観
や戦略が台無しになるおそれがある。その影響
は，結果的に東アジア地域全体を不安定にする
ことが懸念される。

2 ．米朝関係の緊迫
　米中会談以降より鮮明になったことは，北朝
鮮に対してどのような対応を取るかということ
であった。弾道ミサイルと核兵器開発を進める
北朝鮮の金正恩体制は，日本を恫喝し，アメリ
カのトランプ政権を挑発する姿勢が目立ってい
た。それに応じるかのようにアメリカも強い牽
制を行い，朝鮮半島情勢は朝鮮戦争以後まれに
みる緊張状態がみられる。北朝鮮と中国は朝鮮
戦争以来の同盟関係があり，有事の際は参戦す
るとも言われていたが，北朝鮮がロシアに接近
するなど，その両国間の関係に一部変化がみら
れる。しかしながら，中国にとって北朝鮮は地
政学的に見て，中国と韓国・アメリカ陣営との
緩衝地帯となっており，仮に北朝鮮とアメリカ
間に戦争が起きても，中国は直接の被害を被る
ことはない。中国にとって，北朝鮮からの難民
流入問題や北朝鮮および韓国との貿易等への影
響が起こる可能性はあるかもしれないものの，
アフガンとイラク戦争で疲弊しているアメリカ
の比ではなく，北朝鮮とアメリカの衝突は中国
にとって不利な問題ではない。

　朝鮮半島の他方の当事者である韓国について
は，2013年に朴槿恵政権が登場して以来，韓国
と中国の関係は良好であった。2015年に中国で
開かれた戦勝70周年記念式典に朴大統領が招
かれた時点が両国関係の密月を象徴していた。
その後，朴槿恵大統領は，一民間人の友人であ
る崔順実（チェ・スンシル）から意思決定の影
響を受けたり，利益供与をはかったりした一連
の疑惑で大統領職を弾劾訴追されたのち罷免さ
れた。2017年5月，後任の文在寅（ムン・ジェ
イン）大統領が選出されると北朝鮮情勢が緊迫
度を増すなかで，韓国はミサイル防衛上，アメ
リカの高高度迎撃ミサイルシステム（Terminal�
High�Altitude�Area�Defense,�THAAD）配備を
受け入れざるを得なくなった。THAADのレー
ダーは高性能なためその探知範囲が中国領土に
まで及ぶことから，中国にとってTHAADは中
国の安全保障を脅かす存在であった。結果，中
韓関係は急速に冷却し，中国は韓国への中国人
観光客数を制限するようになった �87）。中国国内
では，韓国製品や韓国系デパートへの当局から
の締め付けが厳しくなっていった。
　トランプ大統領と金正恩総書記のつば迫り合
いは，2017年9月の国連総会場外での北朝鮮外
相の太平洋上での水爆実験の可能性にまで言及
させた。その後，10月末から朝鮮半島周辺には
アメリカ海軍の空母3隻を中心とする打撃群が
集結した。北朝鮮が核と大陸間弾道ミサイル開
発を放棄しない以上，長期的にはアメリカ本土
を脅かす核ミサイルが実戦配備される可能性が
高く，これを見逃せば将来，第2，第3の北朝鮮
のような国家が登場することを容認することに
なる。北朝鮮でのクーデターや金正恩総書記の
中国やロシアへの亡命等による金正恩政権の突
然の崩壊以外に，アメリカは，中長期的には戦
略的に先制攻撃するかしないかの二者択一の選
択に追い込まれている。こうしたなか米議会で
は，トランプ大統領に議会の承認なしに核攻撃
させないような法案を用意しており �88），北朝鮮
情勢は重大な局面を迎えようとしている �89）。
　2017年11月5日から10日までトランプ大統
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領の日本，韓国，中国他のアジア歴訪では，ト
ランプ大統領は，日本と韓国に対して北朝鮮危
機を念頭に大量の兵器購入をすすめた �90）。トラ
ンプは，中国では旅客機や機械，牛肉など約25
兆円近い巨額の商談をまとめたものの，中国の
北朝鮮に関する新たな確約は得られなかった。
　アメリカが北朝鮮と開戦すれば，漁夫の利を
得るのはロシアと中国である。アメリカはすで
にアフガンとイラク戦争で疲弊しており，第3
の戦争を抱える余裕はそれほどない。ロシアに
は中国に匹敵する経済力はなく，結果的に中国
が有利となり21世紀後半の世界の覇権を握る
ことになりかねない。中国が民主国家でその指
導者が，法による統治，正義と公正，人権等の
普遍的な価値観を重視するようであれば望まし
いが，これまでみたように中国にはその傾向は
今のところない。アメリカでは，ブッシュ（子）
大統領とオバマ大統領，それに続くトランプ大
統領登場によってアメリカの政治劣化は決定的
になり，結果的にアメリカの覇権は低下し続け
ている。

3 ．APECでの習近平とトランプ
　2017年11月10日，ベトナムのダナンで開催
されたアジア太平洋経済協力会議（APEC）で
の演説で，習近平国家主席は「我々は平和的発
展の道を堅持することによって，終始，世界と
アジア地域の平和安定の錨となる。」（略）「相互
に尊重し，公平正義，ウィンウィンの新しい国
際関係を協力して作り出す。」そして，「積極的
にグローバルな統治体系の改革と建設に関わ
り，公正で合理的な方向への発展に向けて，国
際政治経済の秩序を推し進める」と述べた。ま
た中国の進める一帯一路への参加を呼びかけ
た �91）。習近平演説からは，近未来の国際社会で
の主導権を握りたい中国の野心がみられた。
　一方，トランプ大統領の演説では，「我々は各
国に主権や知的財産権を明け渡させたり契約を
国営企業に制限させたりしない」との発言から
もわかるとおり，世界に積極的に関与しようと
する姿勢はみられず，アメリカの国益重視の主

張がみられた。唯一，トランプ演説が注目すべ
きところがあるとすれば，「アメリカは民間セ
クターが諸国と協働するための，そして私たち
の雇用と富を生み出すための，あらゆる機会を
見つけるであろう。」（中略）そのために，「再度，
既存の開発努力に焦点をあてる。経済成長を促
進するよう，世界銀行とアジア開発銀行に高品
質のインフラ投資を行うように述べている」と
の発言であろう �92）。これは明確に，中国のAIIB
に対抗しようとする意思を示したもので，直前
の中国訪問でもみられなかったものである。
　しかし，トランプ大統領の演説からは，アメ
リカの国益に関わるビジネスへの開発や投資，
そのための諸国とのパートナーシップはよしと
するが，中国のような諸国への覇権を意識した
一帯一路のような戦略は目下みられない。ロシ
アの選挙介入も疑われている2016年のアメリ
カ大統領選挙の結果は，アメリカの民主主義を
危機にさらし，アメリカ社会を分断した。その
影響は，アジア全域，南シナ海，中東，欧州等で
確実に出始めており，中国は新しい国際秩序の
構築を進めその覇権実現を早めている。

結び

　AIIB加盟は，中国の一帯一路戦略とともに
参加国に何らかの経済的利益をもたらすことを
期待させる。一方で，それらは中国の意向や政
治的価値観を伴うものであり，中国との友好関
係があって初めて機能する。中国に敵対しよう
とする，あるいは中国を民主化しようとする勢
力，あるいは中国から独立しようとする者たち
には与えられない資金である。諸国が経済成長
を何よりも重視するのであれば，自由，人権，
民主を尊重しようとする人々は今後，経済的利
益か，前者の政治的価値を天秤にかけることに
なるであろう。
　中国のまれにみる集団指導体制と習近平の集
権的体制から生み出された長期戦略によって，
中国は覇権を手中にしようとしている。しか
し，中国国内でいったん経済危機や破綻が生じ
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れば，それらの影響は一帯一路を通って世界中
に波及するおそれがある。中国の発展が，民主
主義と透明性，人権尊重に裏打ちされたものに
ならない限り，「中国の夢」は諸国民の尊敬と羨
望を得るものとはならないであろう。

【付　記】
　本稿は，科研費「世界銀行の査閲（インスペクション）
パネルとグローバル・ガバナンス」（基盤研究（C）研究
課題番号：22530171）による研究成果の一部，2016年
度阪南大学産業経済研究所助成研究C，研究課題「ア
ジアインフラ投資銀行の実態に関する基礎的研究　─
制度，規範，影響力─」による研究成果である。記して
感謝したい。
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